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公正・透明で効率の高いプロセスへ
②透明性の確保と信頼性の向上

国土交通省 道路局

平成１８年１月２６日

資料４

国民に見えるプロジェクトマネジメント

第１３回基本政策部会
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これまでの道路行政の取組み 〔１／２〕

より効果的・効率的かつ透明性の高い道路事業に転換するため、成果志向の道路行政マネジメント
を平成１５年度から実施

平成１５年度 ・ 全国の渋滞時間を１年間で約3％削減する等、毎年度の数値目標を設定し、

事後に達成度を評価する「成果志向」の行政運営を推進。

平成１６年度 ・ 初の達成度報告書を作成し、１年前に宣言した目標の「達成度」を確認。

達成度報告で得られた評価と知見を、次の施策や事業へ反映。

平成１７年度 ・ ６月に達成度報告書・業績計画書を公表。

・ 道路行政マネジメントの取組みを確実に実践していくために、地域への
浸透・定着を図る

達成度の評価

成果を意識した
施策・事業の実施

目標設定
プロセスの明確化

成果を表す指標等を用いて
事前に数値目標を宣言

毎年度、事後に達成度を
評価、公表

評価結果を次の行政運営に反映

例： 道路交通における死傷事故率
道路渋滞による損失時間

業績計画書 達成度報告書

反映

Plan Do Check

Action
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これまでの道路行政の取組み 〔２／２〕

道路事業の効率性の一層の向上を図るため、事業の必要性を厳しく見直して、効果の高い事業に集中投資

事業化段階

供用段階

事業の実施段階

新規事業採択

供用

着工

累計：１，１６６件

（H16年度７３件実施）

累計：２，３８１件

H16年度２２４件

（平成１０年度より実施）

（平成１０年度より実施）

（平成１５年度より実施）

うち、 見直し ：３３件
中止 ：２７件

うち、見直し ：５件
中止 ：６件

再 評 価

新規事業採択時評価

事 後 評 価

完了後５年以内

５年未着工

１０年継続

再評価後５年経過

平成１０年度より全ての道路事業※において、

その必要性を総合的に判断し、その結果を

公表

平成１０年度より全ての道路事業※において、

事業採択後の適切な時期に、その必要性等

を厳しく見直し、事業の継続が適当と認めら

れない場合には事業を中止。また、その結

果を公表

※災害復旧事業等を除く

平成１５年度より、事業完了後に事業の効果、

環境への影響等の確認を行い、必要に応じ

て適切な改善措置を行うほか、事後評価の

結果を他事業に反映

累計：44件
（H16年度２６件実施）
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国民に見えるプロジェクトマネジメントが目指すもの

中期計画ビジョン

５年以内目標宣言
プロジェクト

１．道路整備の必要性、効果が理解できない。

２．いつ道路が供用されるのかがわからない。

３．コスト意識が低いのではないか。

道路事業の課題（国民からの批判）

道路整備の必要性と効果を国民に説
明することにより、道路事業の透明性
を向上

供用目標の公表、道路投資の選択と
集中及び事業進捗管理の徹底により、
道路事業の透明性と信頼性を向上

国民に見える
プロジェクトマネジメント
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・高規格幹線道路ネットワークを概成・高規格幹線道路ネットワークを概成

○高規格幹線道路ネットワークの整備

○渋滞対策

ピーク時における渋滞や、年間を通じて混雑する箇所の解消・緩和に資する交通円滑化対策を実施ピーク時における渋滞や、年間を通じて混雑する箇所の解消・緩和に資する交通円滑化対策を実施

○防災・震災対策

約●億円

約●億円

約●億円

約●億円

約●億円

中期計画ビジョンのイメージ（●●地方整備局ブロック）

阪神・淡路大震災クラスの地震発生等の災害発生時においても、緊急輸送道路約９万ｋｍの機能
を確保するために必要な対策を実施

阪神・淡路大震災クラスの地震発生等の災害発生時においても、緊急輸送道路約９万ｋｍの機能
を確保するために必要な対策を実施

・政府目標である交通事故死者数5,000人以下を達成するために必要な対策を実施
・少子高齢化社会の到来を受け、安全で快適な生活環境の構築に必要な対策を実施

・政府目標である交通事故死者数5,000人以下を達成するために必要な対策を実施
・少子高齢化社会の到来を受け、安全で快適な生活環境の構築に必要な対策を実施

・京都議定書目標達成計画を達成するため、道路交通によるＣＯ２排出量を削減
・大気質・騒音の環境基準を上回っている地域の沿道環境を改善
・地震時の避難路や輸送路、世界に誇れる日本の観光エリア等、特に必要な箇所において
無電柱化を実施

・京都議定書目標達成計画を達成するため、道路交通によるＣＯ２排出量を削減
・大気質・騒音の環境基準を上回っている地域の沿道環境を改善
・地震時の避難路や輸送路、世界に誇れる日本の観光エリア等、特に必要な箇所において
無電柱化を実施

約●億円

○環境対策

○交通安全対策

道路資産を１０年後も現状と同等の機能を維持できるよう事業を実施道路資産を１０年後も現状と同等の機能を維持できるよう事業を実施

○更新時代への対応

概ね１０年で整備すべき事業の残事業費は、約約●●兆円兆円

病院など地域の拠点へのアクセスを含めて、日常生活に必要な移動を確保するため、
地域の必要最低限の道路ネットワークを構築

病院など地域の拠点へのアクセスを含めて、日常生活に必要な移動を確保するため、
地域の必要最低限の道路ネットワークを構築

○日常生活に必要な移動を確保する、地域の道路ネットワークの整備

約●億円

・高規格幹線道路網の機能を高めるために必要なアクセス道路を整備（ＩＣから周辺主要都市への
アクセス、拠点的な空港・港湾へのアクセス等）

・高規格幹線道路網の機能を高めるために必要なアクセス道路を整備（ＩＣから周辺主要都市への
アクセス、拠点的な空港・港湾へのアクセス等） 約●億円

○高規格幹線道路の機能を高めるために必要なアクセス道路の整備

中期計画ビジョンの内容

概 要

・概ね１０年で達成すべき政策目標を記載
・概ね１０年で達成すべき政策目標の妥当性を説明するため、背景、必要性、整備効果を記載
・概ね１０年で整備すべき事業の残事業費を記載
・個別箇所の必要性が検証できるデータを含め、個別箇所を記載

目 的

概ね１０年で完成すべき事業について、事業の必要性と効果を明確化することによって道路事業の透明性を向上させる

スケジュール
平成１８年３月末
中期計画ビジョン素案公表

平成１８年４月～
国民からの意見を募集

スケジュール
平成１８年３月末
中期計画ビジョン素案公表

平成１８年４月～
国民からの意見を募集

イメージ
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５年以内目標宣言プロジェクトの内容

概 要

進捗の環境が整った事業について、個別事業箇所・事業区間・延長等の事業内容、個別事業毎の供用目標・
事業効果・執行目標等を公表

目 的

投資の選択と集中及び事業進捗管理による供用目標等の公表・実現と整備効果の早期発現を図り、事業の
透明性と信頼性を向上させる

九州地方整備局の例

スケジュール

平成１８年３月末
５年以内目標宣言プロジェクト概要版公表

平成１８年５月末
５年以内目標宣言プロジェクト公表

スケジュール

平成１８年３月末
５年以内目標宣言プロジェクト概要版公表

平成１８年５月末
５年以内目標宣言プロジェクト公表
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ちゃくちゃくプロジェクトの取組み （九州地方整備局の例）

事業の効率化： 規格・構造の見直し、 スピードアップの工夫

対象事業選定：

対象事業毎に：

一般への情報提供充実

現場での明確な情報発信

説明責任の向上

プロジェクト管理の強化

関係者の意識統一

コスト管理とスケジュール管理

「有言実行の道づくり」

①投資効果が高い、 ②進捗の環境が整っている、
③選択と集中で５年以内に供用可能

①供用目標、 ②年度毎の進捗目標を設定・公表、
③予算・体制の確保、 ④収用制度の適切な活用

ちゃくプロ： 利用者に見える道づくりを目指し、供用目標・効果の明示と進捗管理 H15.8～
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一般への情報提供充実

http://www.qsr.mlit.go.jp/n-michi/tyaku2/index.html

●ホームページで事業の概要や
進捗状況を報告

●現場看板で供用目標や事業の効果をお知らせ
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目標公表による地域の協力 〔１／２〕

有明海沿岸道路

位置図

・用地協議に自治体職員が参画。用地取得が大幅に推進
（大川バイパス（柳川西IC～大川東IC）においては ２年で41.9％→88.0％）

・大川市ではH16年度より国県道推進室を設置

自治体の協力で地域の合意が早期に得られ、用地取得が大幅に進展
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大川バイパス(柳川西IC～大川東IC)

ちゃくプロ公表用地取得の推移
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目標公表による地域の協力 〔２／２〕

国道３号 日奈久芦北道路
Ｌ＝１６．８ｋｍ
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ちゃくプロ公表後倍増

Ｈ20年度のちゃくプロ供用目標公表により、
自治体等が目標を意識し、埋蔵文化財調査を大幅に推進

熊本県
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早期事業効果発現のための工夫

■少ない初期投資で、早期にネットワークを形成 （H15以降残事業費）

赤点線：黒崎バイパス H19供用区間

青点線：街路部を活用する区間

黒点線：黒崎バイパスH20以降供用区間

街路活用（ＢＰ２車線先行整備2.9km）
約２３０億円

ＢＰ全線（5.8km） ４車線整備
約５５０億円
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「ちゃく２プロジェクト」導入の効果

②関係者の連携強化（目標に至るプロセスの認識）
プロジェクトチームの連携強化、関係者間の共通認識

③目標公表による地域の協力
供用目標に対しての自治体の支援体制の確保等

④目標達成のためのコスト縮減
「設計の総点検」の実施で、約６２％の事業でコスト縮減案を適用

①早期事業効果発現
事業のスピードアップで年あたりの供用延長を約１．５倍に

⑤担当職員の意識（明確な目標）
目標認識と効果・工程を踏まえた予算管理の実施等


